
 

 

決 算 公 告 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第15期 

自 2021年 ４月 １日 

至 2022年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

株式会社ファーストステージ 

 

  



貸 借 対 照 表 

（2022 年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流動資産 8,449,479  流動負債 3,218,325  

  現 金 及 び 預 金 3,382,808    短 期 借 入 金 128,000  

  売 掛 金 5,707    １年内返済予定の長期借入金 2,258,630  

  販 売 用 不 動 産 4,244,444    リ ー ス 債 務 17,721  

  仕掛販売用不動産 115,866    未 払 金 112,817  

  前 渡 金 427,600    未 払 費 用 7,363  

  前 払 費 用 62,564    未 払 法 人 税 等 108,160  

  そ の 他 210,634    未 払 消 費 税 等 337,197  

  貸 倒 引 当 金 △146    預 り 家 賃 126,875  

固定資産 387,353    前 受 金 56,023  

 有形固定資産 170,772    預 り 金 52,467  

  建 物 9,430    家 賃 保 証 引 当 金 8,881  

  車 両 運 搬 具 4,330    そ の 他 4,188  

  工具、器具及び備品 1,619  固定負債 2,731,810  

  リ ー ス 資 産 131,888    社 債 120,000  

  土 地 23,504    長 期 借 入 金 2,341,865  

 無形固定資産 5,275    リ ー ス 債 務 163,186  

  ソ フ ト ウ エ ア 5,275    役員退職慰労引当金 106,758  

 投 資 そ の 他 の 資 産 211,305  負 債 合 計 5,950,135  

  投 資 有 価 証 券 322  純 資 産 の 部 

  敷 金 49,543  株主資本 2,886,642  

  長 期 前 払 費 用 15,034   資 本 金 80,000  

  保 険 積 立 金 120,994   資本剰余金 938,375  

  出 資 金 10,210    その他資本剰余金 938,375  

  繰 延 税 金 資 産 10,535   利益剰余金 2,685,201  

  そ の 他 7,564    利 益 準 備 金 20,000  

  貸 倒 引 当 金 △2,900    そ の 他 利 益 剰 余 金   

        別 途 積 立 金 320,000  

        特別償却準備金 23,417  

        繰越利益剰余金 2,321,784  

      自 己 株 式 △816,934  

     評価・換算差額等 54  

      そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 54  

     純 資 産 合 計 2,886,696  

資 産 合 計 8,836,832  負債・純資産合計 8,836,832  

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



損 益 計 算 書 

自 2021 年４月 １日から 

至 2022 年３月 31日まで 

（単位：千円） 

科    目 金     額 

 売 上 高  11,191,900 

 売    上     原     価  9,078,370 

  売   上   総   利   益  2,113,530 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,718,722 

  営 業 利 益  394,807 

 営 業 外 収 益   

  受 取 利 息 及 び 配 当 金 183  

  違  約  金  収  入 12,200  

  為 替 差 益 3,569  

  そ     の     他 632 16,585 

 営 業 外 費 用   

  支 払 利 息 104,571  

  貸 倒 損 失 66,000  

  融  資  手  数  料 30,706  

  そ     の      他 5,886 207,164 

  経 常 利 益  204,228 

 特 別 利 益   

  固 定 資 産 売 却 益 189,772  

  保 険 解 約 返 戻 金 156,572 346,344 

 特 別 損 失   

  固 定 資 産 売 却 損 20,701  

  役 員 退 職 慰 労 金 54,120  

  そ の 他 8,055 82,877 

  税 引 前 当 期 純 利 益  467,696 

  法人税、住民税及び事業税 250,372  

  法 人 税 等 調 整 額 △41,845 208,526 

  当 期 純 利 益  259,169 

     
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  



株主資本等変動計算書 

2021 年 4月１日から 

2022年３月31日まで 

（単位：千円） 
        

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

 別途積立金 
特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 80,000 938,375 938,375 10,000 320,000 94,587 2,159,375 2,583,963 

当期変動額         

特別償却準備金の取崩      △71,170 71,170 － 

剰余金の配当    10,000   △167,932 △157,932 

当期純利益       259,169 259,169 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

        

当期変動額合計 － － － 10,000 － △71,170 162,408 101,237 

当期末残高 80,000 938,375 938,375 20,000 320,000 23,417 2,321,784 2,685,201 

 
      

 株主資本 評価・換算差額等 
純資産 
合計 

 自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △816,934 2,785,404 15 15 2,785,419 

当期変動額      

特別償却準備金の取崩  －  － － 

剰余金の配当  △157,932  － △157,932 

当期純利益  259,169  － 259,169 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

  38 38 38 

当期変動額合計 － 101,237 38 38 101,276 

当期末残高 △816,934 2,886,642 54 54 2,886,696 

 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  



個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）投資有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却減価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

（２）販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法） 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物          ３～19年 

  構築物         10～15年 

  機械及び装置        17年 

  工具、器具及び備品   ２～15年 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

 

（３）リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

３ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）家賃保証引当金 

サブリース契約に伴い発生する損失に備えるために、損失見込額を計上しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を 

  計上しております。 

 

 



４ 重要な収益及び費用の計上基準 

不動産ソリューション事業は、主に大阪府下を中心に投資用不動産を販売する事業であり、 

顧客との不動産売買契約書に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。 

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上してお

ります。 

 

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

      ただし、控除対象外消費税のうち、固定資産等に係るものは投資その他の資産の長期前払費用に 

      計上し(５年均等償却)、たな卸資産等に係るものは発生年度の費用として処理しております。 

 

会計方針の変更に関する注記 

（１）収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

これにより、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客から受け取る

対価の額から販売時に購入支援金として支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しておりま

す。この結果、当事業年度の売上高は 35,927 千円減少し、販売費及び一般管理費も 35,927 千円減少してお

ります。 

なお、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。 

なお、収益認識会計基準第 89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」

注記については記載しておりません。 

 

（２）時価の算定に関する会計基準 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度に与える影

響はありません。 

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を

行うことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第 19 号 2019 年７月４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前事業年度に係

るものについては記載しておりません。 

  



収益認識に関する注記 

（１）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する

注記 ４.重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

（２）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報 

① 契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

（注）１．契約負債は投資用不動産の不動産売買契約に基づいて、顧客から受け取った手付金等の前受金に

関するものであります。 

２．契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。 

３．契約負債の期首残高は、すべて当事業年度の収益として認識されております。 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

当社において、当初の予想契約期間が 1 年を超える重要な取引を認識していないため、実務上の便法を適用

し、残存履行義務に関する情報は開示しておりません。 

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

貸借対照表に関する注記 

１ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

  （単位：千円） 

販 売 用 不 動 産  4,167,950  

土 地  23,288  

保 険 積 立 金  47,460  

計  4,238,699  

 

（２）担保に係る債務 

  （単位：千円） 

1 年内返済予定の長期借入金  2,157,840  

長 期 借 入 金  1,838,000  

計  3,995,840  

 

２ 有形固定資産の減価償却累計額         155,636千円 

  

 当事業年度 

契約負債（期首残高） 6,587 

契約負債（期末残高） 10,610 



株主資本等変動計算書に関する注記 

（１） 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式  2,484,000株 

 

（２） 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数   普通株式  1,200,000株 

 

（３） 配当に関する事項 

①配当金支払額等 

（決済） 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2021 年６月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 157,932 123.00 2021 年３月 31 日 2021 年６月 26 日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2022 年６月 30 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 157,932 123.00 2022 年３月 31 日 2022 年６月 30 日 

 

（４） 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる

株式の種類及び数 

普通株式  246,800株 

 

税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （単位：千円）

繰延税金資産 
未払事業税 10,475 

減価償却超過額 94 

未払社会保険料 3,356 

役員退職慰労引当金 36,885 

賞与引当金 2,487 

その他 18,895 

繰延税金資産小計 72,194 

評価性引当額 △49,268 

繰延税金資産合計 22,926 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △12,361 

 その他 △28 

繰延税金負債合計 △12,390 

繰延税金資産の純額 10,535 

 

  



金融商品に関する注記 

１ 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、主に不動産販売事業及び売電事業を行うための事業計画に照らして必要な資金を、主に銀行等金

融機関からの借入により調達しております。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

投資有価証券は業務上の関係を有する企業の株式であり市場価格の変動リスクに晒されております。 

借入金は、不動産販売事業及び売電事業における不動産の仕入に必要な資金及び運転資金であり、社債

は、運転資金であります。リース債務は、設備投資を目的としたものであります。借入金の一部は金利変動

リスクに晒されております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①市場リスクの管理 

投資有価証券については、時価や発行体（取引企業）の財務状況等を把握しております。 

金利変動リスクについては、借入金に係る支払い金利の変動リスクを抑制するために、金融機関より金融

商品に関する情報を収集し、定期的に借入先及び契約内容の見直しを実施しております。 

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

の維持等により、流動性リスクを管理しております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。 



２ 金融商品の時価等に関する事項 

2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 
 

貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 

（千円） 
差額 

（千円） 

(1）投資有価証券    

   その他有価証券 322 322 － 

資産計 322 322 － 

 (1）長期借入金(※１) 4,600,495 4,578,829 △21,665 

 (2）リース債務(※１) 180,908 194,422 13,514 

 (3）社債 120,000 116,006 △3,993 

負債計 4,901,403 4,889,259 △12,144 

   (※１) 「現金及び預金」、「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

(※２)１年内に返済予定分を含めて表示しております。 

 

   注１．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 3,382,808 － － －

合計 3,382,808 － － －

 

注２．長期借入金、リース債務、社債及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

短期借入金 128,000 － － － － － 

長期借入金 2,258,630 1,823,510 164,380 59,045 57,240 237,690 

リース債務 17,721 18,293 18,135 17,984 108,773 － 

社債 － － － － 120,000 － 

合計 2,404,351 1,841,803 182,515 77,029 286,013 237,690 

 

  



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

 

当事業年度（2022 年３月 31 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券 322 － － 322 

資産計 322 － － 322 

 

② 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 

当事業年度（2022 年３月 31 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金(※) － 4,578,829 － 4,578,829 

リース債務(※) － 194,422 － 194,422 

社債 － 116,006 － 116,006 

負債計 － 4,889,259 － 4,889,259 

(※)１年内に返済予定分を含めて表示しております。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

 

有価証券及び投資有価証券 

 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。 

 

長期借入金、リース債務及び社債 

 これらの時価は、元利金の合計額と、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率を基に割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。 



関連当事者との取引に関する注記 

 役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 

事業の

内容又

は職業 

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％） 

関連当事

者との関

係 
取引の内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

役員 本田 誠二 

当社   

代表取

締役社

長 

(被所有)   
直接 9.4 

債務被保

証 
リース契約の連

帯保証(注)１ 
177,238 － － 

（注）１．当社のリース契約の一部に対して代表取締役社長本田誠二より連帯保証を受けております。 

なお、これに伴う保証料の支払は行っておりません。 

２．取引金額には、消費税等を含めておりません。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産   2,248円21銭 

１株当たり当期純利益   201円85銭 

 

退職給付に関する注記 

当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は2021年４月より確定拠出年金制度を導入しております。 

 

２．確定拠出制度 

 当社の確定拠出制度への要拠出額は、3,620千円であります。 


